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令和 8 年度港区生活困窮者自立相談支援事業 

事業計画 

 

１．事業の目的 

生活困窮者自立支援事業（相談支援）は、生活困窮者からの相談に応じ、必

要な情報提供及び助言を行うとともに、生活困窮者に対する支援内容等を記載

した計画の作成による支援をおこない、生活保護に至る前の段階から、生活困

窮者への支援を行い、生活困窮状態からの自立の促進を図ることを目的として

実施。 

支援にあたっては、生活困窮者自立支援制度の理念である「生活困窮者の自

立と尊厳の確保」「生活困窮者支援を通じた地域づくり」を目標にして「地域共

生社会」の理念を大切にしながら、従来の各制度の分野の枠や「支える側」「支

えられる側」といった関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひと

りが生きがいや役割をもって、人格や個性を尊重し合いながら、相互に支え合

う社会の実現を目指していく。 

 

２．事業主体 

本事業について、社会福祉法人みなと寮と社会福祉法人大阪市港区社会福祉

協議会との共同事業体により事業を実施する。 

名称は「みなと寮･港区社協共同体」と称する。 

 

３．相談窓口の設置 

（１）場所 

大阪市港区役所２階 「くらしのサポートコーナー」 

住所：大阪市港区市岡１丁目１５番２５号 

電話：06-6576-9897 

（２）開設 

月曜日～金曜日【土日祝日･年末年始（12月 29日～1月 3日）を除く】 

9時 00分～17時 30分 

 

４．契約期間 

令和 7年４月１日～令和 10年３月３１日 
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５．配置人員 

相談支援機関として、主任相談支援員兼家計改善支援員、相談支援員の２職

種にて、合計４名以上の職員配置を行う。 

（１）主任相談支援員兼家計改善支援員 

相談支援員を統括し、関係機関との連絡調整の役割を担うべく、地域福祉

をはじめとする社会福祉全般に関して見識を有するとともに、管理者として

の職務遂行能力を有する職員を常勤で１名以上配置する。 

主任相談支援員兼家計改善支援員は、自立相談支援機関における相談業務全

般のマネジメントや、他の支援員の指導･育成を行うとともに、自らも相談

支援を行う。 

（２）相談支援員 

自立相談支援事業を遂行するうえで、必要な知識および経験のある職員を、

常勤換算で３名以上配置する。 

相談支援員は、相談受付や相談者のアセスメント、プランの作成を行い、

様々な社会資源を活用しながらプランに基づく包括的な相談支援を実施す

るとともに、相談記録の管理やアウトリーチ（訪問支援等）を行う。 

（３）その他の職員 

その他、本事業の実施に付随する業務を行う職員の必要があれば配置する。

兼務も可能とする。 

 

6．業務内容 

（１）生活困窮者の自立と尊厳を実現するための包括的な相談支援体制の構築 

生活困窮者からの相談に応じるとともに、相談者の課題を早期に把握し本

人の状況に応じた支援を行う。 

継続的に支援を行う場合は、その方の置かれている状況や意思を十分に確

認して、支援プランを作成して支援を行い、行った支援について評価を行う。

支援プランの内容や行った支援の評価等にあたり、支援調整会議を開催し内

容の適切性について諮る。 

なお相談者の状況により、早期に支援を実施すべき場合については、相談

者や各関係機関等に支援内容について確認・同意を得て支援を行い、速やか

に次回の支援調整会議にて諮る。 

また、多様で複合的な課題を有する生活困窮者に対する包括的な支援を行

っていくためには、地域における福祉・労働・教育・住宅その他の関係機関

及び民間団体との緊密な連携や支援体制の整備・構築し、地域で生活困窮者

を支える取り組みを行う。 

（２）就労支援 

相談者の自立支援にあたり、相談者の主体性を尊重し、就労支援が必要な

方には、その人に合った就労支援を提案する。 
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就労支援を実施するにあたっては、その方の状況や特性に合わせて支援を

コーディネートすることが重要であり、相談者のこれまでの状況や希望を把

握したうえで「就労準備支援事業」「認定就労訓練事業」「総合就職サポート

事業」や「生活保護受給者等就労自立促進事業」等を活用するなどにて、自

立相談支援機関として必要な支援の総合調整と相談者への伴走支援を心が

ける。 

また、離職等により経済的に困窮した者が、就労によって自立するための

基盤である居住の場を確保するために家賃相当の給付金を支援をする「住居

確保給付金」に関する相談や受付を行い、住宅および就労機会の確保に向け

た支援を行う。 

（３）家計改善支援・子ども自立アシスト事業・法律相談事業 

「家計改善支援事業」は、収入や支出その他家計の状況を適切に把握する

ことや家計の改善の意欲を高めることを支援するものであり、家計改善の視

点からの専門的な相談支援を実施することにより、相談者の日常生活・社会

生活・経済生活の自立を総合的に支援する。 

また、昨今の物価高が生活に大きな影響を与えており、これにより生活困

窮される方々が増加している現状にある。物価が劇的に下がることは考えに

くく、現状として収入増が難しい場合は、支出のコントロールを中心とした

対応についても相談支援をすすめていく。 

「子ども自立アシスト事業」では、中学生や高校生世代で所属の無い子ど

もに、子ども自立アシスト事業支援員が日常的な不安や生活面、進路選択な

どについての支援を行う。必要に応じて、学校や関係機関との連携を行いな

がら子どもや世帯への支援をすすめていく。 

「法律相談事業」では、法律の知識が必要な相談者等が助言等を受けるた

めに、法律相談事業弁護士と連携し、相談者が不利な判断を行うことを防ぐ

ための助言を受けながら支援を行う。 

（４）事業の周知 

事業内容や制度について、区保健福祉センターと連携して区民や関係機関

等への周知に努める。周知にあたっては、広報紙、ホームページなどの事業

周知やリーフレットを区内の商業施設や金融機関や区内掲示板などに掲示、

リーフレットを配架する。 

（５）関係機関のネットワークづくり、社会資源の開発 

複合的な問題を抱える生活困窮者を早期に把握するために、支援体制の構

築に向けた取り組みを行う。 

地域で支えあう支援体制の構築においては、個別支援を行う中で構築され

た関係の活用や関係機関・団体・ボランティア活動者・商業施設・企業・ラ

イフライン事業者等とのネットワークを活用する。 

また、不足している社会資源についても、個別支援をすすめていくなかで

必要とされるニーズを把握しながら、新たな社会資源等の検討や開発に努め

る。 
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（６）国又は大阪市の調査・検討への協力 

国または大阪市が行う実態調査や課題検討に係る調査に協力する。 

  （７）自立相談支援事業従事者への研修 

国または大阪府等が実施する自立相談支援事業従事者研修等には、積極

的に受講をする。また、業務に資することのできる研修会・勉強会には積極

的に参加し、相談支援員がさまざまなレベルで生じる複合的な課題を解決で

きる、高い倫理観と高度な専門的技量を備えながら個々の資質向上に取り組

んでいく。 

事業受託をしてきた関係自治体において、各事業所の主任相談支援員若し

くは相談支援員が集まったうえ、みなと寮生活困窮者自立相談支援事業連絡

会議を開催し、事例検討・勉強会・新たな社会資源開発の情報共有・困難事

例の対応にかかる検証などを実施していく。 

また、法人内研修企画部での合同研修・事例報告会・eラーニングシステ

ムの構築などへ参加する。 

（８）事業の評価の実施 

事業評価については、自己評価を実施のうえＰＤＣＡサイクルを意識して

改善に取り組んでいく。単独機関だけでの自己評価にとどまらず、同法人内

における連絡会を活用し、区外の自立相談支援機関と相互評価をすることに

より、より質の高い事業実施、業務改善を目指す。 

（９）積極的なアウトリーチ支援の実施 

相談窓口での対応のほか、相談者等（その家族や知人、関係機関も含む）

の状況に応じ、相談者等への家庭訪問や同行相談、相談者等が同行しない関

係機関訪問を積極的に行い、必要があれば出張相談会等の開催も実施する。 

特に社会参加に向けてより丁寧な支援を必要とする方を中心に、自らの相

談窓口への来所が困難な生活困窮者の存在も踏まえ、来所者のみを支援対象

者とすることがないように留意し、メールや SNS の活用による相談対応を

実施する。 

（１０）WEB会議参加のための環境整備 

WEB 会議について機器や通信環境等の参加するための環境を整備する。 

 

７．委託事業者として果たすべき責務･運営にあたっての留意事項 

（１）障がいのある人への合理的配慮の提供 

障害を理由とする差別の解消に推進する法律に基づき大阪市が定めた「大

阪市における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」を踏

まえた環境への配慮に努めるとともに、障害のある人の権利利益を侵害する

こととならないよう、個々の場面において必要とする社会的障壁の除去につ

いて、合理的な配慮の提供に努める。 

（２）人権研修の実施 

本事業従事者が、基本的人権について正しい認識を持ち業務の遂行をする
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よう、適切な研修を実施する。 

（３）個人情報の取り扱い 

本事業の運営上、多くの個人情報を取り扱うこととなるため、次に掲げる

事項を遵守する。 

・事業の実施にあたり、各事業の担当者が互いに情報を共有化し、その活用

を図ることが重要であることに鑑み、あらかじめ本人から個人情報を目的

の範囲内で利用する旨の了解を得るよう務める。 

・同一法人内であっても、個人情報が他の職員が自由に閲覧できないよう適

切に管理する。 

・個人情報の取り扱いについては、大阪市関係法令(ガイドラインを含む)を   

 遵守し、厳重に取り扱い、その保護に遺漏のないよう留意する。 

（４）苦情処理体制の整備 

苦情処理にあたっては対応マニュアルの整備、責任者の明示など、適切な

体制を整備する。 

（５）再委託の禁止 

業務の全部を第三者に委託し請け負わせることをしない。 

（６）公正・中立の確保 

業務の遂行にあたっては公正・中立性を確保する。 

（７）地域における様々な資源の活用と連携・協働 

業務の遂行にあたり、福祉・保健・医療・介護・司法の専門職やボランテ

ィアなどの様々な関係者と連携し、介護・福祉・医療サービス、ボランティ

ア活動、近隣住民同士の助け合いなどフォーマル、インフォーマルサポート

の活用を積極的に図る。 

（８）職員の資質向上 

本業務は人材の質がサービスの質に直結するものであり、地域住民や関係

機関から信頼される中核的な相談支援機関としてその責務を果たしていけ

るよう、常に職員の資質向上に努めていく。 

（９）事業実施の報告 

毎月、大阪市が指定する期日までに大阪市指定様式により、前月の事業実

績、及び活動状況を区保健福祉センター及び大阪市福祉局に報告する。また、

年度終了後に大阪市が指定する期日までに、前年度の事業実績を区保健福祉

センター及び大阪市福祉局に報告する。 

 

８．特色ある取り組み 

（１）生活困窮者を支えるための連携や社会的孤立への取組 

    生活困窮者を支えるため自立相談支援事業を中核として、他制度や関係者 

と共に連携しつつ状況に応じたきめ細かい支援をすることが重要である。 

  関係機関との連携をすすめるうえで区内の相談機関連絡会「みなまるねっと」

により相談機関の連携強化の取組みを継続する。 
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また、対人への不安などから地域で孤立していたり、ひきこもり状態にあ

り所属に不安を抱える方へ、当事者とともに居場所づくりについて考える

「居場所会議」の取組みを継続する。 

 

 （２）みなと寮生活困窮者自立相談支援事業連絡会議における研修 

       みなと寮生活困窮者自立相談支援事業連絡会議を開催し、事例検討・勉

強会・新たな社会資源開発の情報共有・困難事例の対応にかかる検証を月

1回行う。相互研修として今年度は「アセスメント」に関する勉強会を実

施する。相談者の現状を客観的に把握し課題の明確化のための学習会を行

い、根拠に基づく質の高い支援を目指していく。 

 

 （３）社会福祉法人の「地域における公益的な取組」を活用した支援の推進 

    多様な支援ニーズに対応するために、行政機関内で連携を図るだけでは 

   なく、NPO や社会福祉法人、民間の関係機関や地域ボランティアなど広

く社会資源を活用する事が重要である。これまでも、さまざまな生活に必

要な機能を有する区内の救護施設や老人福祉施設等による社会福祉法人

の「地域における公益的な取組」による生活困窮者を支える取組がすすめ

られており引き続き推進していく。 

 また、既存の制度では対応できない生活困窮課題について「大阪しあわ

せネットワーク」の取り組みとも連携し課題解決に向けた取り組みも継続

して実施する。 


